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おわりに

は じ め に

１９９７年末，韓国経済は朝鮮戦争以降もっとも

大きな危機的状況に陥り，膨大な失業者を抱え

ることになった。政府は，大量失業や貧困問題

に対処すべく，「総合的失業対策」を打ち出し，

雇用保険制度の拡充，公共勤労事業の実施，生

活保護制度の拡大など，応急措置として積極的

に失業対策を展開せざるを得なくなった。一連

の失業対策のなかで，緊急に就労の場を提供し，

失業者の生計を保障するため，予算の面と救済

人数の面でもっとも大きくかつ中心的な役割を

果たしたのが公共勤労事業であった（注１）。公共

勤労事業は１９９８年２月２０日に全面改正された雇

用政策基本法の第２８条を根拠としていた。当該

規定によれば，「労働部長官は産業別・地域別

失業状況を調査し，大量の失業者が発生してい

るか，発生する恐れがある場合，または失業者

の就業促進等の雇用安定を促す必要があると認

められるときには，関係中央行政機関の長との

協議を経て失業対策事業を実施」できる。特に，

同条第５項では「失業者に対する就労事業等の

実施」と規定されている。ここでいう「就労事

業」と生活保護制度の自活保護対象者に対して

行う「就労事業」とはどのように区別できるか

という問題が国会などから指摘され，政府は「失

業対策事業」の「失業」という用語を意図的に
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韓国は１９９７年末から経済危機にさらされ，大量の失業者を抱えることになった。失業者救済のため

に実施された様々な失業対策のなかでも，予算や参加者の規模からもっとも大きな失業対策事業が公

共勤労事業であった。本稿では，失業者に対する労働力保全策として実施された公共勤労事業が，ど

のように構想され，いかなる変容を�りながら失業者に対する救済事業として展開されたかを分析し

た。「前職の失業者」の救済のために構想・実施された公共勤労事業は，その展開過程で労働力保全

政策のなかに貧困政策の役割を併せもつようになる。その結果，事業参加基準等が大幅に緩和され，

生活保護制度の自活保護対象者（生計費を受給せず，就労支援のみ受ける被保護者）に対して実施さ

れていた特別就労事業との境界が不明確になった。そこで，両事業の差別性を強調すべく，事業の多

様化が模索されるなかで，雇用創出型事業と単純救済型事業に分化されるようになった。このような

変容過程を�りながら，国民基礎生活保障法の自活事業の一部として統合・整備されたのである。
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避けるため，また，職業訓練や公共部門の雇用

創出なども含める必要性があるということから，

事業名称を「公共勤労事業」とした（注２）。

公共勤労事業は，最初は経済危機によって一

時的に仕事を失う労働者，とりわけ雇用保険未

適用事業所から出る失業者を対象とした失業対

策事業であった。しかし，後述するように，そ

こに多くの自活保護対象者や日雇労働者が参加

するようになり，労働政策と社会福祉政策の接

点として，ある時には雇用保障政策として，あ

る時には救貧政策として展開され，生産性の向

上と救済機能の同時達成という至難の課題が突

き付けられた。このような困難な課題を背負っ

ていたがゆえに，公共勤労事業は参加基準や対

象事業，就労条件等の度重なる変更をともなう

ことになった。本稿は，このような生産性向上

と救済機能の同時達成を課された公共勤労事業

が，当時の失業対策や社会保障政策のなかでど

のように位置づけられ，施行されるなかでどの

ように揺れ動き，いかなる問題が浮上したかを

検討するものである。さらには，このような問

題に対して政府はいかなる対応をしたかについ

ても論証する。つまり，公共勤労事業をめぐる

制度変化とその構造を検討し，失業対策におけ

るその特徴を把握することが本稿の課題である。

本論に入る前に，公共勤労事業に関する先行

研究を簡単に検討しておこう。まず，チョン他

（２０００）ではおもに１９９９年に行われた公共勤労

事業を雇用創出による失業者救済とその生計補

�効果を中心に論じており，失業情勢の変化に

伸縮的に対応したことで失業情勢の緩和に貢献

し，特に日雇職労働者の救済効果がもっとも大

きな事業であったと評価している［チョン他

２０００，１８―２３］。だが，１９９８年の公共勤労事業は

どのように失業者を扱っていたのかについては

分析していない。キム・ゾンチョン（１９９９）は

生活保護制度の特別就労事業にまで検討対象を

広げ，公共勤労事業の内容が特別就労事業と重

なり，生産性が低く，臨時的な失業対策にすぎ

ないなど，公共勤労事業の問題点を指摘しなが

ら批判した。だが，公共勤労事業は雇用創出型

と単純就労型に二分化されるようになること，

特別な技術や経験が不要な事業にしたため，生

産性より救済性が重視されたこと，そのため特

別就労事業へと接近したことなどを看過してい

る。リ・ビョンロク（２０００）やその他の研究（注３）

も，公共勤労事業の事業展開過程を追うのでは

なく，ある一時期の公共勤労事業の問題点を指

摘するため，断片的な記述に止まり，失業対策

のなかでの公共勤労事業の実施構造，事業実施

過程における救済対象や救済方法の変容などを

事業の展開過程のなかで歴史的に位置づけよう

としない。これらの先行研究がある時期に限定

し，おもに事業の生産性と効率性を指摘するの

に終わっているのに対して，労働部が刊行した

『失業対策白書』は金大中政権の失業対策を包

括的に捉えており，公共勤労事業の規模や就労

条件の変化など，その全体像を摘むにはもっと

も適しているが，執筆を担当した省庁間の統一

性が弱い。

以上のように，ごく一部の研究を除き，公共

勤労事業に対する体系的かつ公式的な評価は未

だにほとんどない［リ・ジュウヒ２００１，２０９］の

が実情である。その理由は，先行研究のほとん

どが公共勤労事業をスナップショット的に捉え

ているだけで，政府は失業者をどのように処理

しようとし，失業者は状況変化にどのように対

応したのかを観察せず，一面的な評価にとどま
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っているためと思われる。

したがって，本稿では歴史動態的に把握する

ことによって初めて，冷静な政策評価とその意

味が得られると考え，先行研究が等閑視してい

た公共勤労事業の展開過程について，その構想

段階から事業分化の段階，国民基礎生活保障法

（以下，基礎法）が制定されるまでの期間に限

ってその実施構造を論証する。この時期に限定

するのは，その労働政策と貧困政策の渾然一体

の状況がもっとも鮮明に現れているためであり，

その後の事業展開は基礎法との関係で改めて論

じる方がよいと思われるからである。

公共勤労事業は失業者のために一時的に仕事

の場を提供して応急的に救済する事業として実

施されたが，どこまでを「失業」とすべきかに

ついて議論がなされ，また，ソーシャル・セー

フティネットの「死角地帯」（注４）に置かれた多

くの失業者と貧困者に対する救済策が求められ

るようになり，貧困者などを失業者のうちに含

めて救済するよう，公共勤労事業はより拡大し

ていった。事業の拡大とその多様化が進むなか

で，その事業内容もきめ細かくなるが，大きく

分けて雇用創出型事業と単純救済型事業という

２つの事業内容に二分化されていくことになっ

た。前者は学卒失業者やホワイトカラー失業者，

熟練労働者などを対象とするようになり，雇用

創出政策（経済政策）との連携が模索されたが，

問題は後者の単純就労型事業が長期失業者，不

熟練労働者に占められ，生活保護制度の特別就

労事業に接近していたため，それらの事業区別

が付かなくなっていた。雇用創出型事業は景気

回復にともない，その事業規模が縮小していく

と予想されたが，単純就労型事業については，

特別就労事業や時限保護対象者を含めた制度の

整備・統合を迫られたのである。

このように公共勤労事業の変容過程を生活保

護制度の特別就労事業と合わせて検討するが，

それに加えて，これらの事業と何らかの関連性

をもちながら変化してきた雇用保険制度の各種

延長給付や時限保護措置なども視野に入れ，総

合的失業対策のなかで検討する。

本稿の構成は次のようになっている。まず第

Ⅰ節では，公共勤労事業を実施した背景を考察

し，失業対策のなかにそれを位置づける。第Ⅱ

節では，公共勤労事業が実施されるなかで，事

業への参加資格や選別基準の変更，対象事業の

多様化，賃金の変化などがなぜ生じ，また，な

ぜ生産性事業と救済機能事業に分化していった

のかを論じる。第Ⅲ節では，失業政策のなかで

も救貧政策として分類される特別就労事業と関

連づけて考察する。

Ⅰ 公共勤労事業の構想

１．失業対策における公共勤労事業の位置づけ

政府は１９９７年１２月３日にIMFとの間で，資金

支援と関連して韓国が履行すべき事項について

合意し，いわゆる「IMF体制」が始まった。３

カ月ごとに資金履行事項をチェックし，その上

で段階的に追加支援を受けることになったが，

なかでも財政政策においては，金融部門の構造

調整費用がどれほどかかるか確定できないため，

その費用の充当のために１９９８年は緊縮財政を堅

持することになった。急速に経済規模が萎縮す

ると予測されたので，財政赤字をGDPの１．５パ

ーセントに維持し（IMFは５パーセントまで容認

するとしたが，最終的には４．２パーセントにとどま

った），不足する税収確保のため，付加価値税
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の課税範囲の拡大，非課税・減免措置の縮小に

よる法人課税対象の拡大，各種所得控除などの

縮小，特別消費税および交通税の引上げ措置な

どが講じられ，歳出においては経常支出の削減，

特に民間支援部門の削減と優先順位の低い資本

支出の削減が模索された。それと同時に，労働

市場の改革とともにソーシャル・セーフティネ

ットの拡充も盛り込まれていた。

政府は具体的な合意事項の履行を円滑に進め

ると同時に，企業倒産などによる失業者救済策

を模索した。まず，政府は労働市場の柔軟性を

確保し，労働力の再配置を促進すると同時に，

雇用保険制度に関しては，その適用事業所の拡

大や失業受給期間の延長など，適用拡大を図っ

た。だが，雇用保険の未適用事業所からの失業

者，自営業者など，失業給付（注５）の受給資格の

ない当面の失業者に対しては，雇用保険とは別

に，雇用政策基本法の改正（１９９８年２月２０日）

を行い，その第２８条の失業対策を講じることで，

ソーシャル・セーフティネットの充実が図られ

ることになった。この第２８条の失業対策は，雇

用政策基本法の「失業者に対する就労事業」，

すなわち失業者に対して行う事業であったが，

生活保護法の自活保護対象者に対して行う「就

労事業」という貧困対策と区別し，失業者の労

働力保全策として，この事業は公共勤労事業と

名づけられ，公共事業が縮小されるなかで，そ

の不足分の雇用機会を補う役割も担っていた。

このように大きな役割を担わされた公共勤労

事業は金大中政権の失業対策のなかでどのよう

に位置づけられていたのか。それを解くために

はまずソーシャル・セーフティネットという概

念とその範囲を規定することから始めなくては

ならない。ソーシャル・セーフティネットは個

人や家計の予想できないリスクへの対応のため

の社会政策プログラムを意味するが，その定義

や守備範囲については様々な議論があり，必ず

しも明確な定義はできない［寺西２００３，６―７］。

貧困の予防や貧困の救済のための様々な制度的

装置として定義される場合もあれば，社会保障

制度と同様の意味で使われることも多い［リュ

ウ・ギルサン１９９８，３］。とはいえ，当時の失業

対策のおもな対象がIMF経済危機によって発生

した失業者であったため，（低所得）失業者の

ソーシャル・セーフティネットの構築が最優先

され，それを達成するための雇用保険制度の拡

大とそれを補完する公共勤労事業を第１次社会

的安全網として位置づけ［リュウ・ギルサン

１９９８］，それを基軸に失業対策を講じるように

なったことは確かである。つまり，まずは特別

な予算措置の必要がない，労使の保険料負担か

らなる雇用保険制度を適用事業所の拡大等を内

容とする改革を実施したのである。これが第１

次社会的安全網として位置づけられ，そこから

漏れる失業者には雇用保険制度の失業給付が全

事業所にまで拡大給付される（１９９９年４月）ま

では公共勤労事業で金銭給付の代わりに仕事を

与えて救済することになっていた［ハ・ガプレ

１９９８］。このような金大中政権の失業対策ない

し社会保障政策に対してIMFや世界銀行も反対

しなかった。１９９８年はこれらの事業を中心にし

て何とか乗り切れると思ったのかもしれない。

一方，失業対策の一環として公共事業を要求

する動きがなかったわけではない。１９９８年初め

こそ公共事業の拡大を要求する動きはそれほど

なかったが，９８年の第１期公共勤労事業実施以

降は，「このような非効率で生産性も低い事業

に１兆ウォンを費やすよりも公共事業を拡大し
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たほうがましである」との主張が多くみられる

ようになった。

２．公共事業と公共勤労事業の関係

韓国では公共事業に関する明確な定義がなさ

れていない。行政側では「国策事業」と呼ぶこ

とが多いが，一般的には投資主体や事業主体に

よる区分ではなく，政府と政府企業を含めた公

共投資が形成する固定資本として「社会間接資

本」（SOC）という，より広い概念として捉え

ているのが現状である［ヤン・ジチョン１９９４］。

本稿でもそれらを明確に定義することなく，公

共事業として扱うことにする。

IMFとの合意による歳出削減と税収拡大を通

じた均衡財政を達成することを突き付けられた

政府は，財政の緊縮方針のもとに，公共支出の

削減が避けられなくなり，公共事業関連予算も

規模縮小を余儀なくされた。政府は経済危機以

前に編成された１９９８年度の予算を「一から出直

し」［『中央日報』１９９８年１月２４日］するために，

第１次追加更正予算案では実施中の工事を除き，

新規事業の取り消しや一時中断が決まった。

表１をみればわかるように，IMF経済危機の

影響を受けていない時期に作成された１９９８年度

予算案では，公共事業費は例年通りの約１０パー

セントの増加が決まっていた。しかし，IMF危

機後の第１次追加更正予算案で増加分のすべて

が削減された。その後，第２次追加更正予算案

で１兆２０００億ウォンが増額され，最終的に１兆

８５３億ウォンの増額となった。だが，この増額

は新規公共事業の拡大と捉えるよりも，異常な

高金利，輸入原資材価額の暴騰に苦しんでいる

公共事業参加企業への救済策として捉えた方が

適切だと思われる（注６）。この間の事情をみるた

めに，ここで建設業を例に取り上げてみると，

（単位：億ウォン）

区 分 １９９７年度
９８年度
予算（a）

９８年度
第１次追更（b）

増減（b－a）
９８年第２次追更
増額分（予算案）

道路
高速道路 １２，２０５ １４，３４９ １２，９７９ ▲１，３７０ ５，０００

国道 ３７，６９７ ３９，４９２ ３６，０５３ ▲３，４３９ ─

鉄道
高速鉄道
一般鉄道

５，３９６
１２，１９４

５，２９７
１３，６７３

４，１２８
１１，６５６

▲１，１６９
▲２，０１７

２，５００

地下鉄 ８，１３９ １０，１４８ ９，４４１ ▲７０７ ─

港湾
新港湾
一般港湾

１，７２４
７，５６８

２，８３３
７，４５６

２，０５６
６，７５２

▲７７７
▲７０４

１，０００

空港
インチョン国際空港

一般空港
空港安全施設

３，６４６
２，３２７
１２６

４，８１５
２，５４８
２８２

４，７９１
２，３４６
２７６

▲２４
▲２０２
▲６

２，５００
─
─

水資源
ダム
治水

４，４２７
３，２５９

３，７５３
３，３６４

３，３０３
２，９３１

▲４５０
▲４３３

１，０００

産業団地 ２，５９６ ３，６５８ ３，４４５ ▲２１３ ─

合 計 １０１，３０４ １１１，６６８ １００，１５７ ▲１１，５１１ １２，０００

（出所）予算決算特別委員会の財政経済部国会提出資料から一部加筆修正し，筆者作成。

表１ １９９８年度公共事業関連予算（第１次・第２次追加更正予算案）
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大韓建設協会が毎月発刊する『月刊建設経済動

向』では，IMF体制の衝撃にともなう景気沈滞

は，高金利と内需激減とともに，住居用建築を

中心とした民間部門の建設需要の激減をもたら

し，国内建設工事の契約実績でみた場合，１９９８

年の年平均が前年比で公共工事は１１．４パーセン

ト，民間工事は５７．５パーセントも減少したこと

がわかる。また，建設受注を受注額ベースでみ

ると，対前年比で土木が２５．９パーセント，建築

が５０．４パーセント（公共と民間はそれぞれ１７．１パ

ーセント，５８．５パーセント）減少した［大韓建設

協会１９９９，６］。こうしたことを背景に国内でも

ゼネコン関連団体や韓国経営者総連盟，民間シ

ンクタンクから公共事業の拡大が絶えず主張さ

れていただけでなく，世界銀行やIMFですら次

第に積極的財政政策の必要性を提言するように

なった。

このように膨大な失業者の発生を公共事業で

救済することが一部から提案されたものの，結

局は実施されなかった。公共事業を拡大し，そ

こで大量の失業者を吸収する積極的財政政策を

取らなかった理由は，大きく３つに分けて説明

できる。第１に，公共事業関連予算の削減であ

る。緊縮財政の堅持というIMFからの融資の見

返りとしてコンディショナリティの遵守が義務

づけられ，財政赤字を避けながら，金融構造調

整および雇用安定対策に充当する財源を調達す

るためには全般的な歳出を削減せざるを得なか

った。その結果，公共事業では計画済み段階に

ある新規工事はすべて中止となり，現在実施中

の工事だけが行われることになったのである。

第２に，公共事業より公共勤労事業の方が雇用

誘発効果が大きく，即時に事業に着手できると

いう利点があったことである。この点に関して

労働部や建設交通部は「１兆ウォンを投資した

場合，SOC事業の直接・間接雇用誘発効果は装

備使用などのため，投資規模に比べて直接雇用

誘発効果が３万人（１年間常時雇用者数）にも

満たないのに対し，公共勤労事業では直接雇用

効果が１１万人に及ぶ」［国会事務処１９９８b］と説

明していた（注７）。緊縮財政を達成するため，や

むを得ず公共事業関連予算を削ったが，その後，

国債発行などを通じて第２次追加更正予算編成

においては公共事業関連予算を再び増やし，公

共事業に失業者の一部を吸収する役割を負わせ

たが，民間建設企業への請負方式から政府直営

雇用方式への転換などは見当たらない（注８）。す

なわち，政府は公共事業を実施する民間建設企

業に対して一時的に失業者の吸収義務を負わせ，

できるだけ多くの失業者を救済しようとする姿

勢は取らなかったのである。第３に雇用保険制

度にも生活保護制度にもカバーされない失業者

が多数おり，これらの「ソーシャル・セーフテ

ィネットの死角地帯」に置かれている人々を緊

急救済するためには，「公共事業の実施には公

益性と収益性の妥当性検討，事業の計画と設計，

土地買収のための地主との協議などに，１年以

上がかかるため，いきなり発生した大量失業者

をとりあえず吸収するのが急務であった」ので，

新規公共事業ではなく，公共勤労事業によって

失業者を吸収する政策をとったのである。

以上のように，公共勤労事業は緊縮財政と公

共事業の削減，特に建設業の倒産などが続くな

かで，一時的かつ応急的に失業者に仕事を与え

る趣旨から構想され，雇用保険制度がすべての

事業所へ拡大され，その給付が実施される１９９９

年の４月までの急場凌ぎの大量失業者救済手段

として実施されることになった。しかし，後ほ
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どみるように，一時的かつ応急的に失業者に仕

事を与えるための３カ月という事業期間は参加

者のなかで長期失業者の増加によってその原則

が崩れ始め，また，失業保険の適用対象となら

ない日雇労働者や長期失業者の増加が目立つよ

うになり，当初予定していた公共勤労事業の役

割も変容せざるを得なくなった。

Ⅱ 公共勤労事業の展開

１．事業展開前の準備期

前述したように，公共事業の削減あるいは現

況維持の方針が採られたため，多くの失業者を

救済する新たな事業が構想された。それが公共

勤労事業である。１９９８年２月２０日に全面改正さ

れた雇用政策基本法の第２８条では，失業対策事

業の実施について大量の失業者が発生する恐れ

があるか現に発生している場合は，関係省庁と

の協議を経て失業者に対する職業訓練を含めて

就労事業を実施し，またその他の失業解消に必

要な事業を労働部が実施すると規定されていた。

しかし，その後，各省庁から次々と失業対策が

出されたため，その事業内容を総合して１９９８年

３月２６日に「失業総合対策」を発表し，失業対

策推進委員会を設け，そこで総合的な失業対策

を講じることになった。失業対策推進委員会は

国務調整室長（その後国務総理が担当）を委員

長とし，関係省庁の長官が委員を務めることに

なった。その下に失業対策実務委員会があり，

各省庁の次官を中心に具体的な政策が検討され，

各道市の失業対策推進委員会に指針を伝達し，

事業計画の策定を促す。市郡区の公共勤労事業

推進委員会は申請者の資格条件の審査および賃

金単価の決定，現場管理などの業務を掌る体系

を整えた。

だが，総合的失業対策には事業重複も多く，

事業実施に必要な予算確保の実現が明確でなか

ったため，１９９８年４月２日に第１次失業対策推

進委員会で「公共勤労事業運営指針（案）」を

労働省が取りまとめた。その内容をみると，ま

ず雇用政策基本法第２８条の失業対策事業の一環

として公共勤労事業を実施する。地方労働官署，

人材銀行，地方自治体などに求職登録して３カ

月以上が経過した者で，勤労意欲をもって積極

的に求職活動をしている者を参加させる。ただ

し，最近１０カ月以内に失業した者を優先し，生

計維持が困難な者は３カ月未満であっても例外

的に参加を認める。これは公共勤労事業のおも

な対象を「失業給付を受給していない失業者」

に限定し，貧困者の参加を例外的に許容するた

めであった（注９）。同年４月７日には労働省と行

政自治省共同で「公共勤労事業総合執行指針」

を発表し，事業執行の責任を労働省から行政自

治省に移すとともに，求職登録して３カ月以上

という規定を１カ月に緩和し，５月１日から

１９９８年第１期事業が実施されることになった。

公共勤労事業の財源は１９９８年には中央公務員

と地方公務員の俸給削減分（局長クラス以上の

高級官僚は２０パーセント，それ以下の公務員は１０

パーセントの削減で１兆４００億ウォンを捻出）と９９

年には世界銀行やアジア開発銀行からの援助資

金でまかなうことになっていた。財政負担は中

央行政機関が地方自治体に委託実施する場合に

は，人件費の５０パーセントを負担し，事業実施

に伴う装備購入，勤労者交通費，宿泊費などの

付帯経費は事業実施機関または地方自治体が負

担することになった。
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２．公共勤労事業の概要

まず，総合的失業対策のなかでの公共勤労事

業の規模を簡略に確認してみよう。表２は，公

共勤労事業と関連の深い失業対策関連予算を取

り出してまとめたものである。簡単に概括する

と，まず，１９９８年度の９２５２億ウォン（予算執行

率８８．６パーセント）から９９年度には２兆２９８８億

ウォン（同８８．８パーセント）に増え，景気回復

後の２０００年度には１兆４１８３億ウォン（同１２５パ

ーセント）に減っている。公共勤労事業の動き

と歩調を合わせて時限保護による保護対象者が

増えており，そのなかで自活保護対象者は保健

福祉省が実施した特別就労事業や公共勤労事業

に参加している。この時限保護対象者の増加は

公共勤労事業の参加基準や賃金水準とも完全に

無関係ではない。この点は後述する。

表３は１９９８年から２０００年までの公共勤労事業

に参加した参加者を事業期間別に整理したもの

である。事業期間別にタームがあるのは，公共

勤労事業が先着順でないため，一定の申請期間

を設け，その間資格審査も行うとともに，求職

活動のチャンスを与えるためであった。１９９８年

第１期では７万９０００人と，参加者が少ない。こ

れは後ほど述べるように，事業準備期間が短く，

対象事業が少なかったうえに，参加基準も若干

厳しかったことがその原因であった。

（単位：億ウォン，１０００人）

１９９８年度 １９９９年度 ２０００年度

予算執行額 人数 予算執行額 人数 予算執行額 人数

公共勤労事業
時限保護
特別就労事業
失業関連予算総額

９，２５２
２，１６０
１，１８２
５３，６６３

４３８
３３３
na

４，２７４

２２，９８８
６，２７６
１，５００
７４，５３６

１，５１５
６４０
７１

５，７４４

１４，１８３
５，６０１
１，０００
５０，２３７

８２９
６５２
３９

３，６１６

（出所）労働部（２０００；２００３），保健福祉部生活保護課（１９９８）から筆者作成。
（注）公共勤労事業は２０００年度から中央と地方に分けて数値が出ているが，ここでは合算した。なお，特別就

労事業は中央政府と地方自治体の予算を示している。人数は当該年の１２月３１日までの延数。ただし，１９９８
年の公共勤労事業は５月１日から実施。厳密にいえば，２０００年の時限保護，特別就労事業は１０月までの
数値を使うべきだが，今回は年度末の数値を使っている。

（単位：１０００人）

区 分 １期（１．１０―３．３１） ２期（４．１０―６．３０） ３期（７．１０―９．３０） ４期（１０．１０―１２．３０）

１９９８年 ７９ ３５９

１９９９年 ４２７ ４１０ ３３３ ３４５

２０００年 ３４７ ２４８ １４９ ８５

（出所）労働部（２００３）から筆者作成。
（注）１９９８年は１期（５月１日から８月１４日），２期（８月１７日から１２月３１）の２回行われた。

表２ 失業対策関連予算と保護人数

表３ 事業実施期間と参加者数
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３．公共勤労事業の運用過程

（１）事業種目と事業の多様化

� 単純就労型事業と雇用創出事業の二分化

１９９８年第１期の公共勤労事業は，中央政府が

事業主体となって実施する中央官庁施行事業と，

地方自治体が事業主体となる地方自治体施行事

業とに分かれていた。中央官庁実施事業は公共

生産性事業と公共サービス事業，環境精化事業

の３事業群に分け，各官庁が計画した２０種目に

及ぶ事業を実施することになっている。その事

業を概観すると，まず公共生産性事業群には道

路整備事業や森林整備事業，通信網の設備工事，

中小企業の支援などが含まれていた。公共サー

ビス事業群には公文書のIT化や各種調査事業な

どの専門分野の事業が多く含まれており，環境

浄化事業群には国立公園整備事業やリサイクル

事業，特別就労事業が含まれていた。生産性や

効率性の点でもっとも批判された事業は公共生

産性事業や公共サービス事業，環境浄化事業群

などの単純就労型事業が多い事業群であり，保

健福祉省の特別就労事業も環境浄化事業群に属

していた。

１９９９年第１期からは事業種目に改正が行われ，

情報化推進事業，公共生産性事業，公共サービ

ス事業，環境浄化事業の４つの事業群となり，１６

官庁が５２事業を直接行うことになった。地方自

治体に委託して実施する事業は必須事業と推薦

事業に分かれ，必須事業には情報化推進事業，

道路名ビル番号付与事業，中小企業デザイン開

発支援事業，戸籍電算化事業，地積図面電算化

事業，国土公園化事業等，事業実施の妥当性が

立証され，全国統一を図る必要のある事業は必

ず実施しなければならない必須事業とした。推

薦事業には中央政府の実施事業と同様に４つの

事業群に分け，地方自治体などの事業主体が必

要と判断した事業を実施できるようにした。

このように公共勤労事業は単純就労型事業と

雇用創出型事業に二分化されるようになり，募

集方法や賃金などの就労条件の変容をもたらし

た。この点は後述する。

� 事業委託・外部化

１９９８年第２期からは予算補助方式の変更と資

材費の支出の認定による民間事業への派遣や委

託，地方単独事業の実施など，事業の多様化が

目立つようになった。まず，公共勤労事業の事

業多様化は事業の委託・外部化も促した。公共

勤労事業の一環として，以前から人手不足に悩

まされている３D（注１０）業種の中小企業を支援す

る目的で，公共勤労事業参加者の一部を中小企

業に職業斡旋し，賃金を補助する事業が取り入

れられた。一方では，不足している雇用の場を

提供する大規模の公共勤労事業を実施している

のに，他方では，３D業種中小企業などを中心

に依然として人手不足に悩まされている状況が，

公共勤労事業に批判的であった経済界から頻繁

に指摘された。そこで政府は中央政府や地方自

治体の直接雇用によらず，民間雇用に組み入れ

ることによって，公共勤労事業が失業者の自立

につながらないことへの批判をかわそうとし

た（注１１）。まずは産業研修生の縮小政策を打ち出

し，外国人労働者を韓国人労働者に代替させる

ために，賃金補助を行ったり，３カ月以上の連

続雇用を認めるなど，民間雇用による失業者の

再就職に乗り出した。だが，派遣先の労働環境

に適応できず，途中脱落者が続出するなど，中

小企業支援事業は失業者の吸収と再就職促進に

大きな役割を果たすことはできなかった。この

問題は勤労条件や作業環境の改善などの問題を
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新たに浮き彫りにしたといえる。

また，自活支援センター（注１２）への資金援助，

福祉団体への就労者派遣，各種社会調査団体へ

の資金援助・人材援助など，その事業の委託化

が進むようになった。１９９９年第２期からは公共

勤労事業の１０パーセントの範囲内で委託が可能

となった。事業計画も委託したので，選別基準

さえ守られれば，その範囲内で裁量が認められ

た。しかし，短期間の救済措置と長期的自活支

援の間には，一般労働市場で求職できる可能性

が低いために，公共勤労事業に持続的に参加し

ようとする低学歴失業者や高齢失業者など，長

期失業者が多く存在した。後にみる特別就労事

業と単純就労型公共勤労事業のなかに民間委託

事業が次第に注目されるようになる。

� 地域単独事業の公共勤労事業化

政府は事業実施当初から事業費の資材費や管

理費への使途変更を認めなかったが，１９９８年第

２期の公共勤労事業から総事業費の３０パーセン

トまで資材費の計上が認められるようになり，

公共勤労事業に消極的であった地方自治体は地

方単独事業を公共勤労事業として実施するよう

になった。地方自治体が実施する公共勤労事業

の公共生産性事業のなかには，旧式トイレ改良

工事や道路補修工事など人件費の比率が７０パー

セントを下回る事業がある一方，公共サービス

事業では人件費の比率が７０パーセントを超える

事業もあり，地方自治体の事業ごとにその比率

は様々であり，資材費を総事業費の３０パーセン

トに抑えながら事業を遂行するには，事業群間

の事業費調整が必要となった。

地方自治体のなかでも森林が多い地域では間

伐事業や山火事予防事業などが中心となるため，

事業費に占める人件費の割合が高く，低所得者

密集地域では壁補修工事や道路改良工事などの

生活改善事業の実施要求が高いため，資材費の

割合が高くなる傾向があった。公共サービス事

業では最大限に資材費の比率を抑制し，その抑

制した分を公共生産性事業では人件費の引き下

げに回すなどの事業間調整を行い，最終的には

総事業費のなかで人件費と資材費の割合を守る

措置が取られていた［釜山直轄市南区２０００］。

地方単独事業が公共勤労事業としても認めら

れるようになったことで，ひとつの単位事業に

請負契約による工事と公共勤労事業が混在する

こともしばしばあった。釜山市南区の保健所の

建設工事をみると，基礎工事や建築部分工事，

壁塗り工事など，おもに不熟練労働で遂行でき

る工程は公共勤労事業の一般就労者のなかから

経験者が担当し，電気や消防，通信など専門技

術を要する工程は請負契約によってまかなう仕

組みを取っている。ひとつの単位事業を公共勤

労事業の工程と請負契約による工事に分けて実

施することで救済性と生産性の衝突を避けよう

としたのである。

（２）財政支援方法

中央政府が公共勤労事業を直接施行する場合

には全額中央政府が負担し，地方自治体に事業

実施を委任する場合には，中央政府と地方自治

体が２分の１ずつを負担するマッチング方式を

採用していた。１９９８年第１期の事業費の配分方

法は，まず広域市や道の場合には，全国申請者

数だけで予算を配分するのではなく，地域失業

状況にも配慮する目的で申請者数と失業者数の

比率をそれぞれ８０パーセント，２０パーセントと

し，市郡区は申請者数と財政要件を考慮する財

政運用を試みた。

しかし，中央政府の意図とは裏腹に，地方自
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治体は事業計画の策定・実施に消極的であった。

まず，税収の急減に加え，公務員定員が削減さ

れるなかで，さらなる事業計画と労務管理を押

し付けられた地方自治体は，「生産的かつ公益

性の高い事業を通じた労働力保全」という当初

の事業目的から大きく外れ，事業実施が比較的

容易な単純就労型事業に傾斜した。事業費中に

資材費がなく，すべての事業費を人件費に充て

ることに対して，「現金のばらまきである」と

いう批判が出され，実際の失業吸収効果にも繋

がらないと批判されるなど，事業展開の持続性

などが問われるようになった。実際に，失業者

を多く抱えていながら，同事業を実施できない

地方自治体のなかには人件費の５０パーセントに

当たる国庫補助金を返上するところまで現れた。

そこで，１９９８年第２期からは予算配分基準の

変更はないものの，事業費のなかに３０パーセン

トの資材費を認め，付帯経費（食事費，交通費

など）についてはすべてを地方自治体などの事

業主体の負担とした。事業費の３０パーセントの

範囲で設計費，資材費，付帯経費に振り向ける

ことも認められ［労働部雇用政策室失業対策班

１９９８］，事業期間を超えて連続的に実施する事

業の事業費は，年間予算の３０パーセントの範囲

へと緩められた。資産的意味合いをもつ設備な

どをやむを得ずに利用する場合には，原則とし

てリース契約を結ぶことになった。この時期か

ら建設日雇職失業者が公共勤労事業に参加でき

るようになり，地方自治体の地方単独事業の一

部の事業，例えば道路補修，堤防補修事業等も

公共勤労事業として行うことが認められるなど，

増え続ける失業者を救済するため，参加者条件

や対象事業が大幅に緩和されたのである。

１９９９年第１期からは，予算配分段階から地域

の失業状況をより反映できるようにし，地方自

治体の事業発掘努力にインセンティブを与える

仕組みを導入した。以前までは申請者数８０パー

セント，失業者数２０パーセントの基準で配分し

ていた予算を，地域失業率（６０パーセント），申

請者数（２０パーセント），事業評価（２０パーセン

ト）の基準で配分することに改め，特徴ある事

業には別途の予算補助を付けるなど，公共勤労

事業の多様化を促す予算措置が取られるように

なった。

一方，情報化事業群（雇用創出型事業）など

では事業費のなかに資材費比率を５０パーセント

にまで調整して計上することも認めるなど，公

共勤労事業の事業費は「できるだけ人件費に多

く充てる」という原則に変化があらわれ，その

結果，人件費率の低下と３カ月以上の継続事業

（おもに雇用創出型事業）の増加がみられた。

（３）参加資格と選別基準の変化

� 単純就労型事業

◯１ 一般就労者

公共勤労事業は，雇用政策基本法にもとづい

て実施する事業であり，できるだけ多くの失業

者を吸収するように計画されなければならない

ことは当然である。とはいえ，失業者のすべて

をこの事業によって吸収しなければならない義

務を負うものではない。それは国家の予算上の

制約の下に，緊急避難的に失業者の生計維持を

図る必要があるため，何らかの基準により失業

者のなかからこの事業による生計維持の必要が

高い者を選別するものでしかない。就労労働者

の選別基準は，最初は相当厳しいものであった。

１９９８年第１期では，公共勤労事業の事業主体

が公共勤労事業において使用する労働者は，失

業者である上に，求職登録後１カ月が経過した
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者に限って参加申請を認めていたが，さらに，

そのなかに３１歳以上の世帯主，最近１０カ月以内

の失業者，当該事業での経歴者などを優先的に

就労させる優先参加基準を設けていた。地方労

働官署に求職の申し出を行っている労働者が，

その当日失業者であるかどうかの判断は，原則

として当該地方労働官署が，その求職者を公共

勤労事業以外の事業に紹介しうるかどうかによ

って判断されるが，失業者であるかどうかの判

定は，日々行わなければならない。しかし，公

共勤労事業では求職登録して１カ月が経過した

者に限って，事業申請期間に就労申請した者の

み事業に参加できるようにしたため，公共勤労

事業の就労を希望していても求職登録して１カ

月が経過していない失業者に対しては他の仕事

を紹介することにしていた。

これは，一見すると，相当厳しい参加条件の

ようにみえるが，この事業の主たる目的は公共

事業の削減分の雇用を補い，また，雇用保険制

度の拡大までの繋ぎ手段としておもに雇用保険

未適用事業所から出る失業者を対象にした緊急

の事業であったため，政府としては可能な限り

前職の失業者に限定し，その人たちの参加を優

先させようとしたのである（注１３）。

しかし，失業率の急上昇にともない，自殺者

やホームレス，求職意欲喪失者の急増に対する

公共勤労事業の役割が問われるなかで，日雇労

働者をはじめとする失業者同盟の結成に向けた

動きなど，ソーシャル・セーフティネットから

漏れる失業・貧困問題が社会不安にまでつなが

りかねないという危機意識が高まっていた。そ

れなのに，１９９８年第１期の公共勤労事業は途中

脱落者が意外と多かったことが問題とされ（注１４），

予算執行率が低く参加者が少ないもっとも大き

な理由として「参加資格を労働官署に求職登録

した失業者に限定した」ことが指摘された（注１５）。

事業遂行に必要な就労者を確保するためには，

求職登録者だけに絞り込むことは困難であった。

だからといって民間日雇労働者を求職登録させ

ることもできなかった。その結果，政府は公共

勤労事業を通じて保護しようとする対象者を

「前職の失業者」から求職意欲喪失者などは勿

論のこと，貧困者などをも含め，参加対象者を

拡大せざるを得なくなった。

１９９８年第２期の参加者選別基準は労働省の運

用指針から行政自治省のそれに代わったことも

あって，求職登録１カ月経過基準や最近１０カ月

以内の失業者などの参加基準が廃止されるなど，

第１期より大幅に緩和され，障害者の参加も認

められるようになった。地方労働官署のみなら

ず，雇用安定センター（注１６）や人力銀行（注１７），ま

たは邑面洞事務所（注１８）に公共勤労事業申請書を

提出し，資格条件の審査を通過すれば，事業に

参加できる。総合的失業対策から漏れる多くの

失業者や貧困者に対する対策が求められるなか

で，どこまでが「失業」なのかについて多くの

議論がなされ，参加対象者も「失業者」から「定

期的な所得のない者」に改められたのである。

また，公共勤労事業の就労者は日雇労働者であ

るが，同一人を同一の事業に継続して就労させ，

作業能率を高めるとともに，現場の管理監督を

円滑に進めるために，３カ月継続就労を徹底す

るようになった。

［参加者選別優先順位］

（１）第１順位（最優先順位）：３０～５５歳の新

規申請者（A群）

申請者は「定期的所得のない者」であるこ

と。年齢上限は申し込み期間の初日，下限
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は締め切り日を基準とする。そのなかに実

質的な世帯主として扶養家族が多い者を優

先選別し，財産状況が同一順位であれば，

財産が少ない者（財産後順位基準適用），世

帯所得は申請者本人が属した最近の医療保

険料の納付告示書（これは地方自治体の自

由考慮事項）で確認する。女性が世帯主と

なっている世帯や障害者（障害者手帳所持

者）などを優先選別する。ただし，情報化

関連事業など，別途募集方法を設けている

事業などでは特例規定（後順位例外規定）

を適用する。

（２）第２順位（優先順位）：３０～５５歳の前事

業期間の参加者

（３）第３順位（後順位）：３０～５５歳に該当し

ない者（B群）の新規申請者

（４）第４順位（最後順位）：３０～５５歳に該当

しない者（B群）の前事業期間の参加者

第２順位以下の具体的な選別順位は第１順

位（最優先順位）の基準を準用。ただし，１８

～２９歳を５６～６０歳より優先

（５）第５順位（その他順位）：優先順位に即

して選別したが，予定人数を割っている場

合には，財産が一定水準以上の者を対象に

優先順位に応じて追加選別する。

以上のような選別基準を勘案しながら，表４

の加重点数を加えて点数の高い順に就労対象者

を選別するようになった（注１９）。地方自治体ごと

に申請者の状況が異なるとはいえ，平均競争倍

率は２倍程度であった。定員を満たしていない

場合には，第２順位から順次考慮して選別する。

該当者が少ない地域では高齢者の参加もできる

仕組みである。

だが，これはあくまでも参考事項であり，就

労参加者の選別の最終的な権限は事業主体であ

る市郡区の公共勤労事業推進委員会がもってい

た。行政自治省は，財産状況に加重点を高めて

世論からの批判にならないように指導したが，

地方自治体の単純就労型事業などでは，まず財

産状況を審査し，一定の基準以上の者は後順位

に回しておいてから年齢基準などを適用す

る（注２０）など，救済に重点を置いた選別基準の運

区 分 判断基準 加重点数

年齢 ３０～５５歳，その他年齢 １０（１０，０）

世帯主 世帯主か否か １０（１０，０）

扶養家族数 なし，１人，２人，３人以上 １５（０，５，１０，１５）

財産状況
５等級分類（財産税と総合土地税の合算）

１５００cc以上の車所有
１５（０，３，７，１１，１５）

５（０，５）

女性世帯主，障害者 該当調査 それぞれ５（５，０）

失業期間 ６カ月未満，１年未満，１年以上 １０（３，７，１０）

事業参加 前段階参加調査 １０（０，１０）

世帯所得 ４等級分類 １５（０，５，１０，１５）

（出所）行政自治部（２０００）から一部加筆修正し筆者作成。

表４ 選別基準点数表
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用が多かった。

この救済中心の選別基準運用は，特に退職し

た高齢者や専業主婦，農民，自営業者など，お

もに不熟練労働者が多く参加する単純就労型事

業で顕著であり，これが公共勤労事業の「不適

格者」としてマスコミや国会などで大きく報じ

られた。政府はこれらの「不適格者」を事業参

加から遮断するため，１９９８年９月１４日「公共勤

労事業細部指針」を発表し，就労対象者の年齢

制限を１８歳から６０歳までと厳格化した。６０歳以

上の者は例外的に事業主体の裁量で第１期事業

予算の未執行分の範囲内で事業参加を認めるが，

全体の５パーセント範囲以内という条件が付け

られた。この結果，年齢別参加者比率で３０歳～

５０歳が７６．４パーセントから８２．５パーセントに増

加し，６０歳以上が１３．４パーセントから５．０パー

セントまで減少した。後述するように，この措

置で６０歳以上の自活保護対象者が，年齢基準の

制限によって生活保護制度の特別就労事業へと

移るケースもあった。年齢基準の制限によって

本来は特別就労事業に参加すべき自活事業者や

退職した高齢者などを排除することができ，「事

業の生産性を再考し，労働強度をいっそう高め

て年齢の高い老人の参加による労災を防止

し，６０歳を定年とする社会の一般通念とも一致

させることができた」［国会事務処１９９８d］とい

う。

だが，公共勤労事業の年齢基準を引下げたか

らといって，事業実施当初から排除しようとし

た専業主婦や退職した高齢者，求職意欲喪失者

などの非労働力人口や農民などを完全に排除し，

失業者を中心に生産的な事業を行うことはでき

なかった。農村地域で行われた公共勤労事業に

農民（特に女性）が多く参加し（注２１），「農繁期に

農村労働力が不足している」という批判を招い

た。公共勤労事業は，事業内容の多くが単純就

労型事業であり，失業給付受給者や職業訓練参

加者などを原則的に排除しながら，生活保護制

度の自活保護対象者に対しては，特別就労事業

と公共勤労事業を選択できるように運用してい

た。公共勤労事業の賃金水準が高かったため，

依然として生活保護受給者は特別就労事業より

公共勤労事業を好んだのである。

また，雇用保険の失業給付受給者は公共勤労

事業への参加が禁止されていた。事業主体は求

職登録を確認した後に，就労者を選別し，事業

実施前に就労者名簿を地方労働官署に送付し，

地方労働官署の職業指導官は就労者名簿から失

業給付受給者を選び出し，その結果を事業主体

に通報する仕組みで失業給付受給者を事業参加

から排除した。就労者のなかに失業給付受給者

がいる場合には，事業主体がその者を「不適格

者」として事業から排除し，すでに事業が実施

され，日当が支給された場合には就労日の失業

給付を中止することにした。この失業給付受給

者の確認を就労者確定以降にしたのは，事業実

施までは失業給付を受給していても事業実施と

同時に受給が終わってしまう者や新しく失業給

付を受給し始める者もいるからである。事業実

施前に失業給付の照会を行い，その者を排除す

れば，１日交替就労方式ではなく，３カ月連続

就労方式を採用していたため，途中失業者と同

様の扱いとなってしまう。こうなると雇用保険

にも公共勤労事業にも保護されない「死角地帯」

を広げることになりかねないと考え，失業給付

と公共勤労事業の賃金との調整（二重受給防止）

は最後の措置としたのではないかと思われる。

１９９９年第２期からはその受給額が最低生計費
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（生活保護制度の居宅保護者の生計費）以下でか

つ扶養家族があれば，条件付きで公共勤労事業

への参加が認められ，さらに最大３期連続の参

加も認められるようになった。世帯主失業者や

１世帯１人参加の原則などを打ち立てた公共勤

労事業（特に単純就労型事業）には社会保障の

死角地帯を埋める機能だけでなく，雇用保険制

度との連携も模索され始めた。それは，雇用保

険制度が全事業所に拡大され，その給付が実施

され始めた１９９９年４月以降の公共勤労事業は失

業扶助的な役割も担われるようになったともい

える。

◯２ 熟練労働者と自活保護者の扱い

公共勤労事業では一般就労者とは異なり，熟

練労働者に対する優遇措置が取られていた。ま

ず，事業計画段階に熟練労働者を多く要する事

業では，就労者選別基準の適用を受けずに，当

該事業に必要な能力と経歴をもっている者や中

央政府または地方自治体の事業遂行上，優先選

抜が必要であると認められた者を各事業主体の

判断によって優先選抜することができた。事業

実施の前に予め申請者のなかから有資格者や経

験者を選び出し，本人の希望を聞き取りしたう

え，作業場に配置した。就労者選別基準の適用

を受けて就労可能となった者のなかから，当該

事業の経験や知識を有している熟練労働者に対

しては３カ月という事業期間に拘束されること

なく，連続参加を保障し，作業班長に起用する

などして，管理手当を上乗せするなどの優遇措

置が取られていた。

事業主体が熟練労働者に対してこうした優遇

措置を取るようになったのは，現場管理監督者

の絶対的不足という内部事情に加え，事業の効

率性と生産性の側面を重視するようになったた

め，やむを得ず取られた措置ともいえる。とは

いえ，彼らを優遇することになれば，多くの失

業者に就労機会を提供しようとする公共勤労事

業の建前とは相反することになるため，できる

だけ公共勤労事業の就労者のなかから選別しよ

うとした。

しかしながら，事業実施に必要な熟練労働者

を登録失業者のなかだけでみつけ出すことは容

易でない場合が生じる。特に事業主体が地方単

独事業を新規公共勤労事業として実施する際に，

管轄の他の単位事業や待機者リストから適格者

を照会し，その熟練労働者が他の単位事業や待

機者となっている場合には，本人と相談して事

業場を移動させるかどうかを決めた。待機者と

なっている場合には，本人の意思を確認し，就

労者として追加選抜した。これは登録失業者を

優先する公共勤労事業の趣旨からして当然の措

置である。

一方で，事業主体が現在就労している者や待

機者のなかから適格者を確保できない場合も生

じ得る。その際に事業主体は民間市場の熟練労

働者と契約を結ばざるを得ない。公共勤労事業

とは何ら関係のない雇用契約であるため，失業

者かどうかは関係なく，公共勤労事業の日雇労

働者でもない。ただし，これによって求職登録

した失業者の就労機会が１人分減ることになり

かねないため，可能な限り公共勤労事業の申請

者から選別することが望ましいことはいうまで

もない。当然のように，この契約に要する費用

は全額事業主体の負担となる（注２２）。事業主体は

この技術者の雇用にかかる費用を最小限に抑え

るため，公共勤労事業就労者が担う作業工程と

熟練労働者が担う作業工程を分けて実施した。

また，生計費を受給しない生活保護制度の自
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活保護者には，公共勤労事業への就労を認めて

いた。「最近失業し自活保護対象者になった者

で，積極的に求職活動をしている者」という条

件を設け，一応自活保護者の就労参加も認めて

いた。自活保護者はその者の属する家計の主た

る担当者でなければならない［行政自治部

１９９８a］とし，被保護世帯の他の構成員の参加

は排除した。生計保護を受けている生計保護者

には就労参加を認めなかったが，それは同一人

に対して二重の救済をすることとなるという理

由からであった。１９９９年第１期からは時限生計

保護者が公共勤労事業に就労することも認めら

れるようになり，その際には生計費支給を中止

することになった。

� 雇用創出型事業の就労者選別基準

公共勤労事業にはホワイトカラーの参加率が

低いことが頻りに問題視され，その対策として

スティグマをともなわない選別基準と事業内容

が求められた。１９９８年１０月から実施され始めた

情報化関連事業などでは先の単純就労型事業と

は異なり，財産基準や扶養基準などを一切適用

しないようになった。また，求職登録をしてお

り，失業給付を受けていない者であることが条

件とされ（注２３），事業群別申請者と細部事業別申

請者を区別し，細部申請者に対しては事業推進

に適した資格を有していることを確認して選抜

することになっていた。学歴や専攻に制限を設

ける事業では求職登録証の提出を義務付けない

事業さえ現れた。しかも雇用安定センターや地

方自治体の就労申請窓口を経由することなく，

募集方法も広告やインターネットなどで公募す

るケースが多くなった［国務総理室１９９９］。こ

うなると失業対策事業という意味より経済成長

政策の意味合いが強くなったともいえる。

これまでの参加者募集方法が一定条件で参加

者を選別し，可能な限り世帯主で扶養家族を有

する失業者を事業に参加させる仕組みだったの

に対し，最初から実施事業を決め，その事業の

完成と資格条件を結び付けることで，一定の生

産性を確保したい中央政府としては，雇用創出

型事業を必須事業に選定するために，やむを得

ず募集方法と参加条件を失業者に限定しなくな

ったのである。しかし，単純就労型事業と雇用

創出型事業とはその募集方法と資格条件が異な

り，次第に両事業間の「隔離」が進むようにな

るが（注２４），依然として公共勤労事業の名の下で

実施されており，単純就労型事業の参加者から

みれば，大きな「差別」であり，政府や雇用創

出型事業の参加者からすれば，生産性や効率性

の低い「足を引っ張る事業」として認識される

ことになる。「公共勤労事業の趣旨からしてお

かしい。公共勤労事業ではなく別の形で実施す

べきだ」という主張がますます強くなった。

（４）賃金水準の変化

� 公共勤労事業の賃金と日雇職の賃金

１９９８年第１期（５月１日～８月１４日）の 賃金

は，１日当たり事務分野２万ウォン，屋外勤務

２万５０００ウォン，山林間伐３万３０００ウォンにそ

れぞれ３０００ウォンの付帯経費（交通費と食事代）

を支給しており，決して低い水準とはいえない

条件であった。この水準に決めたのは「就労事

業の賃金水準が月４０万ウォンから５０万ウォンで

あるため，それより少し高く」するためであっ

た。ところが，就労参加条件の緩和に加え，予

想以上のスピードで日雇労働職の賃金が下落し，

公共勤労事業の賃金水準が相対的に割高になっ

たことを背景に，多くの不完全就業者や非労働

力人口の参加，一部の中小企業や建設現場の低
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賃金労働者も参加することになり，公共勤労事

業の賃金は引き下げ圧力を受けることになった。

１９９８年第２期の途中（１０月）から「農繁期に

農村地域の一部事業を中止させ人手不足を防止

するとともに，中小企業の従業員が公共勤労事

業に逆流することを防ぐため」［労働部雇用政策

課１９９８］，すべての事業の賃金が３０００ウォン引

き下げられた。１９９９年第１期の２月にさらに引

き下げられ，単純事務補助や屋外労働は１万

９０００ウォン以下に，一定の技術のいる高強度労

働は２万４０００ウォン，専門技術は２万９０００ウォ

ンとなった。その後賃金はこの水準で２０００年末

まで保たれた。

ここで公共勤労事業の賃金水準がどれほどの

ものだったかを当時の建設日雇労働者（日給）

や単純サービス労働者の賃金と比較してみたい。

表５によれば，建設労働者の日給は経済危機を

境にして大きく引き下げられたことがわかる。

仕事の強度という面では一般日雇労働職より公

共勤労事業のほうが「大変楽だ」といわれ，し

かも長期間（最低３カ月）の就労保障と有給休

暇の付与，交通費や食事代の支給などを総合的

に勘案し，表５に示した普通人夫の賃金と比べ

れば，公共勤労事業のそれとほぼ同水準かそれ

より少し下回っても，３D業種の一部低賃金労

働者や日雇労働者が一般労働市場から公共勤労

事業へと「逆流」参加したことは十分ありう

る（注２５）。また，『賃金構造基本統計調査報告書

（１９９８）』の職種中（小）分類から公共勤労事業

へと「逆流」参加したと思われる職種の平均賃

金をみると，家事手伝い職（男性７６万７８２９ウォ

ン，女性５５万５９２５ウォン），単純サービス職（男

性７６万７９０７ウォン，女性５６万１６５５ウォン），建設

関連単純労働者（男性８９万５２０９ウォン，女性５３万

５０９３ウォン）であるが，年齢が５０歳以上で経歴

年数が短く学歴が低いほど，月給は下がる。ま

た，労働時間は単純サービス職の月平均労働時

間だけを取り上げてみても月２５３時間で，１日

８時間を労働したとすれば３０日を超えてしまい，

公共勤労事業のそれより長時間労働となる。

通常，公共勤労事業の政策賃金は同種労働の

それよりも低く決められることになっている。

実際に，公共勤労事業の賃金水準をどの程度に

すべきかに関する議論は多くあった。政府の考

える公共勤労事業の賃金水準は，構想段階にお

いては「地方自治体が実施する就労事業の労賃」

［国会事務処１９９８b］を考慮し，それより高く

設定した。だが１９９８年第２期から公共勤労事業

の賃金が割高になったため，これを特別就労事

業の賃金水準にまで引き下げるべきとする主張

（単位：ウォン）

職種区分 １９９７年９月 １９９８年５月 １９９８年９月 １９９９年５月 １９９９年９月 ２０００年５月

作業班長 ６０，３２６ ５４，１９１ ５７，３６４ ５５，２１０ ５７，３７９ ５６，２０４

助力工 ４８，９１２ ４０，４２７ ３９，３７１ ３９，７４５ ３９，５７２ ４０，０７０

普通人夫 ３７，７３６ ３４，０９８ ３３，７５５ ３３，３２３ ３４，３６０ ３７，０５２

特別人夫 ５７，３７９ ４９，６５９ ４８，６７４ ４８，９９６ ５０，１６０ ５１，４９０

（出所）大韓建設協会（２０００）から筆者作成。
（注）これは平均賃金で手当や賞与金，などが除かれている。

表５ 建設産業の賃金水準の動向
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が出始めた。これに対し，政府は「特別就労事

業は生活保護対象者に勤労機会を保障する以外

に教育，医療保護をセットに提供している事業」

であると説明し，低賃金と公的手段による補助

との組み合わせである特別就労事業の就労者の

労賃より，公共勤労事業の賃金はそれより高く

て当然であると考えていた。

政府のこのような公共勤労事業の賃金水準に

対する態度変化は，１９９８年第１期の事業期間中

に途中脱落者が予想より多く，失業率の低下に

この事業があまり貢献していないとの批判から，

事業を一気に拡大したが，多種多様な経歴をも

つ失業者に同一労働同一賃金を適用することが

困難であったためと思われる。いずれにせよ，１

世帯１人参加原則と世帯主失業者を優先しよう

とする政府側の立場では「生活保障型賃金水準」

に設定するしかなく，さらに国会などでは「扶

養家族の多い参加者には扶養手当も支給すべき

である」との意見も出されており，むしろ「隠

れた最低生計費」の役割を担わせようとしたと

推測される。

� 公共勤労事業の賃金と最低賃金

一般に，不況が深刻になれば，賃金の引き下

げ圧力が高まり，それを下から支えるのが最低

賃金ということになる。国家による雇用保障で

ある公共勤労事業の賃金水準は，「隠れた最低

賃金」としても機能する。１９９９年８月３１日まで

は１０人以上の企業に適用されていた最低賃金制

度は，その後５人以上の企業にまで適用拡大さ

れるが，時給１５２５ウォン，日給１万２２００ウォン，

月換算額３４万４６５０ウォンであった［労働部勤労

基準局賃金福祉課１９９９］。最低賃金の日給と公

共勤労事業のそれとを比較すれば，公共勤労事

業の方が高い。だが，１世帯１人参加原則や世

帯主を優先参加させたことから，公共勤労事業

の賃金水準が最低賃金と関連性をもたなかった

ことはある意味で納得のいくことであり，その

ことから単純な月額賃金の比較からしても低賃

金労働者の公共勤労事業への参加が問題視され

たことも頷ける。とはいえ，世帯主失業者や扶

養者が多い失業者を優先した公共勤労事業の賃

金を最低賃金とそのまま比較することは多少無

理がある。

事実，以前から最低賃金制が実際に機能して

いたかどうかについては疑問の声があった。「わ

が国の勤労者に対してではなく，外国人勤労者

に適用するために使われてきたといっても過言

ではない」［兪１９９８，７７］ので，「有名無実な最

低賃金の水準を適正化し，全事業所に拡大適用

すべき」［金２０００，８］との指摘があった。また，

公共勤労事業は２万ウォンから２万５０００ウォン

であるのに，最低賃金は１日８時間で１万２２００

ウォン（１９９８年）であり，「最低賃金が低すぎ

るのか，それとも公共勤労事業の賃金が間違っ

ているのかのどちらであろう」という指摘から

もわかるように，最低賃金の「現実離れ」を指

摘する意見が多かった。政府もこれらの状況を

認識していたかのように，「最低賃金はおもに

労働市場に新たに参加した低年齢，未熟練単純

労働者に適用され，また，仕事の継続性，賃金

上昇への期待，社内の福利厚生などを享受でき

る反面，公共勤労事業の賃金は既婚失業者か扶

養家族のある世帯主などをおもな対象とし，３

～５カ月の間に，最小限の所得を保障するため

の賃金である」と，公共勤労事業の賃金と最低

賃金とを切り離し，それより高い「最小限の所

得保障型賃金」に設定しようとした。

いずれにせよ，政府は他の制度への波及効果
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が大きい最低賃金水準の引き上げといった「底

上げ」には消極的であり，３カ月という一時的

雇用である公共勤労事業の賃金水準を最低賃金

より高めに設定し，仕事を通じて労働力を保全

させるとともに，応急的であれ同種労働市場の

賃金下落に歯止めをかけるためにも「最小限の

所得保障型賃金」水準にせざるを得なかった。

この水準は特別就労事業の労賃や最低賃金より

は高いが，３D業種などの低賃金労働市場から

の「逆流」参加を遮断するのには，どの程度の

水準が望ましいかをめぐる議論は事業実施期間

中に絶えなかった。結局，最低生計費を計測し，

補充給付を実施する必要性が高くなったともい

える。

（５）待機者と公共勤労事業

公共勤労事業の就労参加方式は参加申請期間

中に就労申請を済ませた者のなかで就労者を選

抜し，就労機会を得られなかった者は「待機者」

扱いをしていた。この待機者の扱いは事業実施

機関である地方自治体の事業ごとに異なってい

る。単純就労型事業では単純労働を繰り返す作

業が多く，事業の廃止や変更による途中脱落者

が多いことから「待機者」の枠をもうけていた

が，実際には途中脱落者による就労機会を待機

者に回すことは少なかった。作業現場から人員

補充の要請があっても作業量を調整して対応し，

やむを得ない場合には待機者のなかから優先順

位に従って電話による呼び出しをした。この事

業が代替就労に消極的であったため，予定して

いた事業費を消化しきれないことも多々あった。

それに対して雇用創出型事業の場合は，民間企

業への事業委託が多く，最初から実施事業を決

めて適格就労者を募集したため，事業の完成と

生産性の結びつきが強く，事業期間を３カ月に

制限されることもなかったので，明示的に待機

者の枠を示していない。

一方，公共勤労事業は原則的に申請期間後の

追加申請は受け付けなかったため，待機者のリ

ストに載らない途中で失業した失業者は，日雇

労働者を除き，次期の申請期間までに，長い時

には３カ月間待つしかなかった。その間，就労

機会を得られなかった待機者や途中失業者のな

かの生活困窮度の高い者に対しては，時限保護

制度による保護や特別就労事業への就労機会を

与えるなどの措置が取られていた。１９９９年第１

期からは随時申請方式に変わり，申請期間後に

申請した者を待機者として扱うようになり，途

中失業者の就労機会保障が強化された。

日雇労働者に対しては，雇用保険制度の全事

業所への適用拡大からも除外されたという経緯

や，冬季には仕事の絶対量が激減することなど

の理由から，公共勤労事業への交代就労を認め

た。夜明け４時に大きな駅や在来市場の裏側で

自主的に日雇労働市場が形成されており（注２６），

そこでも仕事をみつけられなかった者には１日

就業センター（注２７）が６時までの先着順で公共勤

労事業へ紹介した。この公共勤労事業への紹介

は１日就労センターが設置されている自治体と

協力し，公共勤労事業で欠員が出た場合に１日

を単位として交代就労させるか，欠員率が高い

事業に対しては定員の１０パーセント範囲内で交

代就労させることになっていた。この際には「住

民登録上の居住地制限」に当てはまらないので，

どこの公共勤労事業にも参加できるが，できる

だけ居住地に近いところに紹介したと思われる。

だが，１日就業センターの紹介で公共勤労事業

に参加する交代就労は，既に事業計画や人数の

制限を設けている雇用創出型事業ではなく，お
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もに単純就労型事業や建設日雇労働者の冬季対

策のために実施した「冬季日雇職失業対策事業」

などへの就労が多かったと思われる。ちなみ

に，１９９８年１２月４日現在，「建設現場などに延

べ１９７９人を，公共勤労事業に延べ２万１５２１人を

紹介した」［国会事務処１９９８d］とされ，公共勤

労事業への紹介が１日就業センターの紹介の多

くを占めていたことを窺わせる（注２８）。

このように公共勤労事業が単純就労型と雇用

創出型に二分化するなかで，単純就労型事業は

おもに生活保護の自活保護対象者をその対象と

する特別就労事業に近接するようになった。特

別就労事業は生活保護制度の自活保護対象者が

参加するが，事業規模が小さいため，公共勤労

事業にも参加が可能である。事業内容にしても

参加者にしても明確な区別が付かないまま，こ

れらの２つの事業が分離して実施されることに

対する統合実施の要求が頻りに出されたが，政

府，とりわけ保健福祉省の国会での書面答弁で

は，「予算や実施体系が異なっているため，分

離実施することが妥当である」とされた（注２９）。

Ⅲ 特別就労事業

公共勤労事業は可能な限り「前職の失業者」

に限定し，事業参加者を厳しく制限して実施さ

れた。だが，誰が失業者なのかについて大きな

議論があり，また公共勤労事業が短期的かつ応

急的に失業率の高まりを抑制する必要から，参

加対象者を「失業者」から「定期的な所得のな

い者」に変え，参入障壁を低くせざるを得ず，

ソーシャル・セーフティネットから漏れる失業

者に対する救済性の強化が求められるようにな

った。その結果，失業者をはじめ，不完全失業

者，貧困者，農民などが公共勤労事業に参加す

るようになり，対象事業も参加者の特性に合わ

せてきめ細かく細分化されるようになった。し

かし，前述したように，公共勤労事業が雇用創

出型事業と単純就労型事業に二分化の傾向をみ

せ始めると，救済性より生産性の側面から単純

就労型事業と生活保護制度の特別就労事業が救

済対象者や事業内容に多くの重複があると指摘

された。いい換えれば，事業目的がほぼ同じで

ある事業を，前者を公共勤労事業の名称で，後

者を生活保護制度の特別就労事業としてあえて

分離実施する名分が成り立たなくなっていた。

このような公共勤労事業の実施状況が変容する

なかで，特別就労事業は失業者に対してどのよ

うな救済策を展開したのかをみてみよう。

１．就労事業の展開

（１）就労事業の展開

就労事業は，貧困者越冬対策と低所得者生活

安定策の一環として，１９６４年に「自助勤労事業」

という名で，アメリカのPL４８０条（Public Law

４８０）による無償援助を財源として始まった。

１９７３年から援助が中断され，翌年からは生活保

護事業の「就労救護事業」として実施され，７５

年には「セマウル労賃所得事業」に，８０年に「就

労救護事業」に名称変更されたが，８５年から現

在の「就労事業」として実施されてきた［魯他

１９９５，３０３］。その後，順調に経済成長が続き，

事業参加者もそのほとんどが老人，障害者，女

性などで占められるなか，１９９４年になると，こ

れまでの中央政府と地方自治体の共同事業から，

財源も運営も地方責任による地方事業へと変更

された。就労事業が地方の単独事業になったた

め，賃金水準もバラバラであり，一義的にはい

えないが，１９９５年のソウルの場合は日給１万
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７０００ウォンで平均月１５日間就労していた［魯他

１９９５，３１１］。

（２）特別就労事業の発足経緯

１９９７年末から始まった経済危機は失業者の急

増のみならず，多くの貧困者を生み出した。そ

のため，再び労働力をもっている貧困者に対す

る救済策を講じざるを得なくなった。経済危機

が始まった直後から，保健福祉省は１９９８年１月

７日という早い段階から臨時職・日雇労働者や

雇用保険制度の未適用事業所から出る失業者を

救済する目的で，就労事業に対する中央政府の

補助再開を計画していた。１９９４年から地方自治

体の実施責任となっていた就労事業を再び国庫

補助事業として復活させ，これによって失業者

を救済しようとした。しかし，その後，雇用保

険制度の適用事業所の拡大や各種延長給付の実

施など，雇用保険制度を中心に失業対策を講じ，

それを補完する役割として公共勤労事業を実施

し，失業者を救済することが決まった。１月１０

日に政府とIMFは財政の「均衡・黒字」原則か

ら早くも「財政赤字容認」へと財政運用政策を

転換したが，１９９８年度第１次追加更正予算では

当初保健福祉省が要求した１３７６億ウォンの就労

事業予算が１５０億ウォンに削減された（注３０）。前

述したように，１９９８年の公共勤労事業費は公務

員の俸給から捻出し，労働省や行政自治省が中

心となっておもに雇用保険未適用事業所から出

る失業者に対し短期的かつ応急的に仕事を与え

ることになったため，保健福祉省が構想した特

別就労事業は「経済危機によって低所得失業者

が大きく増えたことと単純労働職が大幅に減っ

たため，おもに低賃金の単純労働に従事してい

た自活保護対象者の仕事を補�する目的で，中

央政府からの補助事業として再び復活させ，地

方税収の落ち込みによる就労事業の縮小・中断

に歯止めをかける」ために実施する事業に，そ

の事業規模を大きく縮小せざるを得なくなった

のである。

１９９８年４月１６日に保健福祉省は「９８年低所得

層特別就労事業細部施行指針」を発表した。「特

別就労事業」は生計費を支給しない自活保護対

象者，雇用保険の給付を受けていない臨時・日

雇労働者など，生計維持が困難な低所得者のな

かから地方自治体の長が選別した者，その他生

計維持が困難な者などを対象として実施した。

公共勤労事業が原則的に失業者に限定していた

ため，特別就労事業の参加対象者に一部の日雇

労働者なども含めたが，申請によってではなく，

地方自治体の長がミーンズテストなどを行って

選別したので，その対象者数は多くはなかった

と推測される。生活保護法第１１条第１項第４号

及び同法施行令第１２条施行規則第１５条にもとづ

き，１９９８年５月１日から６月末にかけて集中的

に実施することが求められた。対象事業として

は，設計や資材を必要とせず，公共性と生産的

効果のある事業のうち，地方自治体の長が必要

であると認める地域開発事業，失業対策と関連

する公共勤労事業などが認められた。国庫補助

交付基準は自活保護対象者の世帯数を基準に配

分するが，自活支援センターがある地域は１カ

所当たり２０００万ウォンを１０カ所に支援する内容

であった（注３１）。賃金は世帯当たり１人の参加を

原則として１日２万３０００ウォンを支給し，２０日

間事業に参加させることを目標に１５０億ウォン

を編成した。この事業の参加によっておよそ４６

万ウォンを自活保護対象者などに支給すること

になっていた。

事業実施の責任をもつ地方自治体は再び国庫
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補助金が復活したので，当該地域の自活保護者

に対して生産性のある事業を計画・立案するこ

ともなく，おもに単純就労事業を中心に実施す

ればよいこと，また，自活保護対象者を特別就

労事業で囲い込んでおき，公共勤労事業は前職

の失業者を対象に限定して実施したい政府の思

惑もあって，事業進捗度も良好であった。政府

は，生活困窮者には保健福祉省の特別就労事業

という貧困政策で対処し，失業者には公共勤労

事業の就労を保障する，二元的な事業救済体系

を考えていた。

２．単純就労型事業の特別就労事業への接近

１９９８年第２期から公共勤労事業の参加条件が

大幅に緩和され，自活保護者にもその参加が認

められるようになったことは既に述べた。失業

貧困問題の深刻化と死角地帯問題に対処するた

めであるが，それのみならず，特別就労事業が

きわめて順調に進んだため，当初予算を使い切

ったこと，時限保護対象者（注３２）にも就労機会を

与える必要があったこと，さらに特別就労事業

の対象者には平均２０日しか就労機会が与えられ

なかったので，特別就労事業の参加が終了した

自活保護対象者などが，公共勤労事業への参加

を強く求めたという特別就労事業の事情もあっ

た。この問題に対して１９９８年度第２次追加更正

予算で１００億ウォンの予算を特別就労事業に充

てることが決まり，冬季に集中的に実施される

ことになった。

ところで，第２次特別就労事業は公共勤労事

業の参加条件緩和と絡んでより複雑な問題を孕

むことになった。生活保護対象者ではない失業

者は自由に特別就労事業と公共勤労事業を往き

来することができなかったが，自活保護対象者

は特別就労事業と公共勤労事業を往き来してお

り，賃金も特別就労事業のそれは１９９８年に２万

３０００ウォン，９９年からは２万ウォンになったの

で，公共勤労事業のほうが高く，特別就労事業

より長期間就労できる公共勤労事業への参加を

希望するようになった。その結果，公共勤労事

業からはじき出される労働能力の低い高齢者，

障害者に就労機会を与える特別就労事業と公共

勤労事業の単純就労型事業等をあえて分離して

実施することに疑問の声が出始めた。ここから

失業者には公共勤労事業を通じた失業・雇用対

策として，貧困者には特別就労事業を通じた貧

困対策として分離して実施する政府の政策の行

きづまりが生じることになった。

１９９９年には１月１８日から特別就労事業が実施

され，９８年と同様にその対象者は貯蓄や財産が

なく，失業給付を受給していない者で，就労の

機会を喪失した低所得者となっていた。特に，

１９９９年の上半期には仕事をみつけるのが相当困

（単位：１０００人，１００万ウォン）

１９９０年 １９９１年 １９９２年 １９９３年 １９９８年 １９９９年 ２０００年

就労者 １，７９３ １，５４５ ８３２ ７６２ １，３９０ ７，５７４ ４，４９４

予算額 １７，７２７ １５，９９４ １０，０００ １０，０００ ４０，０００ １５０，０００ １００，０００

（出所）保健福祉部生活保護課（２０００）から一部加筆修正し筆者作成。
（注）予算額は国庫補助額。

表６ 就労事業参加者延べ数
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難であるとの予測もあり，上半期に集中して実

施された。時限保護対象者が大幅に増えたた

め，１９９９年の事業実施期間は６カ月間とし，５

万５０００人の予想保護人数に対して１５００億ウォン

の予算を充てることになった。自活保護対象者

などに概ね月１５日程度の就労を保障し，月平均

３０万ウォン以上の所得が得られるように運用し

た。１日８時間の就労で２万ウォンの日当を支

給するが，事業特性や地域状況を勘案して弾力

的に運用することもできる。これまで「バラマ

キ福祉事業」，「労賃バラマキ事業」などの批判

をかわすために，１９９９年からは生計支援効果と

生産性向上を同時追及する方針を打ち出し，そ

のために，地方自治体に「対象事業の選別にお

いて地域で課題とされてきた事業など，事業完

成まで３週以上を要する事業など」も特別就労

事業としての実施を認め，また全国１７カ所にあ

る自活支援センターを活用して技術を磨き，事

業終了後の自立につなげることが模索された。

［保健福祉部生活保護課１９９９a］。

１９９９年５月１２日に労働省が発表した「中期失

業対策報告書」では，景気回復後も５パーセン

ト程度の失業状態が続き，特に長期失業者が多

く存在すると予測し，雇用保険や生活保護制度

を含めた低所得者に対するソーシャル・セーフ

ティネットを整備することが提案された［労働

部１９９９］。そこには労働能力のある貧困失業者

に就労斡旋や公共勤労事業等への参加を促すと

いう積極的労働市場政策と，生計費補助を連動

させる構想が示されていた［鄭２００８］。その後，

１９９９年１２月から２０００年２月までの期間において，

公共勤労事業に２週，特別就労事業（就労事業）

に３週以上参加する自活保護対象者は，生計費

か特別就労事業かを選択することができるよう

になった。さらに，１９９９年１０月までは失業給付

の受給額がわずかであっても，公共勤労事業や

特別就労事業などに参加して最低生計費に足り

ない額を補充することもできなかったが，国民

基礎生活保障法の制定によって雇用保険の失業

給付と生活保護事業との連携が模索された。

２０００年になると，「失業給付を受給しているか

雇用促進訓練に参加していても，具体的な生活

実態を調査した後，最低生計費以下であれば，

生計保護者として保護することができる」［保

健福祉部生活保護課２０００，２５］ように雇用保険

と生活保護制度との関連性が強くなった。

お わ り に

本稿では，韓国の経済危機時に展開された公

共勤労事業が，どのように構想され，その政策

はいかなる変容を遂げながら，どのような問題

に対応しようとしたのかを検討してみた。公共

勤労事業は，第１次ソーシャル・セーフティネ

ットである雇用保険制度の適用対象でない失業

者に対して一時的かつ応急的に仕事の場を提供

し救済するために構想された。公共事業などが

削減されるなかで，その不足分の雇用提供の役

割を担うために，最初は参加条件を厳しく制限

したが，増え続ける失業者を救済するため，そ

の参加条件を緩和し，貧困者も対象にするよう

になった。失業対策事業に貧困者を含めて救済

したことで，以前より事業規模は拡大したもの

の，その事業のなかで単純就労型事業は生活保

護制度の自活保護対象者に対して行っていた特

別就労事業と事業内容に区別が付かず，また，

自活保護対象者などは公共勤労事業と特別就労

事業を往き来する状況であったため，それを分
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離実施することに対する疑問が呈されることに

なった。

その一方，政府は公共勤労事業を雇用創出型

事業と単純就労型事業に分け，前者には情報化

事業をはじめ，中小企業や福祉団体への委託事

業や派遣事業も含めるなど，事業の多様化を積

極的に推進することで，雇用創出を通じた失業

者の自立促進を促したが，後者には長期失業者

や自活保護対象者などが多く参加しており，経

済状況が改善しても直ちに労働市場への復帰に

よって自立できるとみていなかったため，特別

就労事業を含めた新たな失業貧困者対策の必要

性を検討せざるを得なくなった。そこで政府は

遅ればせながら公共勤労事業への連続参加や失

業給付との連携を模索するなど，長期失業者に

対する失業扶助的対応策を講じながら，大幅に

保護人数を増やした，時限生活保護対象者も含

めたより体系的な保護体制を整備しようとした

のである。

公共勤労事業の単純就労型事業と特別就労事

業は１９９９年９月に制定された国民基礎生活保障

法のなかで自活事業として整備・統合された。

すべての国民に対しその生存権を保障した上で，

きめ細かくその自立を促すために，まず就業可

能者に対しては労働省が主体となって，職業訓

練や職業斡旋等を行うことになった。一方，就

業可能性の低い者のなかの就労可能者に対して

は，これまでの特別就労事業を廃止する代わり

に，単純就労型事業と地方自治体の（特別）就

労事業を国民基礎生活保護制度の自活に必要な

事業のなかに「公共勤労の対象事業」（施行令

第２０条２項，施行規則第２５条）として位置づけ（注３３），

就労を促すことになったのである。

（注１） 韓国の経済危機の際に行った総合的失業

対策を社会保障の観点から概括的に分析したのは，

鄭（２００５）を参照されたい。ただし，その際に雇用

労働者に対する労働関係法の改善，賃金債権保障法

の制定，労働者の政治勢力化なども総合的失業対策

と無関係ではない。これらの点は別稿で詳しく論じ

るつもりである。

（注２） それに加えて，自活保護対象者を含めた

長期失業者のために中央政府の生活保護法上の就労

事業に対する支援を復活させ，ここに参加できるよ

うにするとともに，失業対策事業とした場合に起こ

りうる大量の失業者の参加を抑制する狙いもあった

と思われる。詳しくは国会事務処（１９９８a）を参照。

（注３） その他の先行研究もあげておく。カン・

ビョンギュウ（２０００），チョン・インス他（２０００），

リ・ゾンソン（２００１），李承勲（２０００）。

（注４） ソーシャル・セーフティネットの死角地

帯に対する定義および守備範囲については一致した

ものがない。雇用保険を第１次ソーシャル・セーフ

ティネットとして位置づけ，それがカバーできない

失業者には公共勤労事業で補完する。雇用保険と公

共勤労事業では保護できない貧困者には第２次ソー

シャル・セーフティネットとして生活保護制度の拡

大によって対応する体制をとっていた。だが，実際

にどの失業対策にも保護されない，いわゆる「死角

地帯」問題が大きく注目されるなかで，その体制整

備を求める声が強くなった。とはいえ，雇用保険と

公共勤労事業を根幹とする失業者のためのソーシャ

ル・セーフティネットの整備を重視する姿勢は１９９８

年末まで続いた。その後，失業対策の整理・統合を

求める要求が高まり，長期失業者が増加したことも

あって，失業者だけでなく，すべての国民を対象と

して社会保障制度を整備することになる。このよう

な問題意識のなかで公共勤労事業の変化過程を追う

ことが本稿の狙いでもある。

（注５） 韓国では失業給付を「求職給与」と呼ん

でいるが，ここでは失業給付とした。

（注６） 公共事業投資額をベースにした資料など

では確かに公共事業の投資額が増え続けたようにみ

えるが，事業拡大や新規事業などへの投資ではない

ことに注意する必要がある。
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（注７） 公共事業の雇用誘発効果に対しては研究

機関ごとに若干のバラツキがあるものの，１兆ウォ

ンを投資した場合，概ね３万人から３万７０００人程度

である。ところが，公共勤労事業の雇用誘発効果に

対してはその推計がないようである。政府は「公共

勤労事業は予算執行実績を勘案し，約１兆ウォン投

入すれば，３か月間４０万人の雇用誘発効果」がある

と曖昧な説明をするにとどまり，残念ながら具体的

な算出根拠は示していない。詳しくは国会事務処

（１９９９c）を参照。

（注８） 一般的に公共事業は請負方式を取る。こ

のように請負方式を取ると，救済性よりも生産性の

論理が重視され，限られた求人ネットワークのなか

で熟練労働者を中心に選別的に参加者を募集する可

能性が高くなり，人件費比率を高めることもできな

い。当時の失業対策のおもな対象である単純労働者

や不熟練労働者の事業参加を多くするため，中間段

階を経ることなく，予め失業者に求職登録させ就労

機会を提供する方が遙かに失業者の吸収という面で

は効果が大きい。したがって，民間請負方式ではな

く，政府直接雇用方式の方が多くの失業者の吸収に

効果があるが，公共事業の一部を公共勤労事業（失

業対策事業）に活用しようとした動きは見当たらな

い。公共勤労事業をモニタリングし，失業政策に意

見具申を行っていた韓国労働研究院の失業対策モニ

タリングセンターが作成した「９９年失業対策評価」

という報告書によると，行政自治省に対して「当該

地域の失業者および日雇労働者を一定の割合で義務

的に公共事業によって吸収する制度が必要」と改善

（これを「issue１２号報告書」という）を求めたが，

行政自治省は「公共事業は随意契約又は競争によっ

て事業者を選別しており，完工後の責任問題と営利

追求を優先することから，改善不可」と回答してい

る。公共事業はこれまでの通りに民間建設企業への

請負方式を取って生産性を重視して実施し，公共勤

労事業は政府が自ら参加者を募集し，事業費の８割

を人件費に割り当て，できるだけ多くの失業者を救

済しようとした。また，財経部（１９９８）によると，

政府と与党は失業対策予算に公共事業関連予算を含

めて考えていたようである。失業対策予算を１０兆ウ

ォンと発表したり，一部でもそのような発表内容を

そのまま引用している。だが，公共事業が失業対策

予算になるためには失業者の吸収（失業対策）と何

らかの関連性をもたなければ，これまでどおり社会

間接資本，国策事業，公共部門の投資にすぎないの

ではないかと思われる。その理由もあってか１９９９年

失業対策予算からは公共事業関連予算を別途表記し

ている。

（注９） 政府は意図的に公共勤労事業の対象を失

業者に限定しようとしたが，「死角地帯」問題が浮上

するなかでその対象を拡大するようになる。ここで

言及しなければならないのは，ワーキングプアの問

題や「新貧困」問題の構造化や長期化に対応するた

めに公共勤労事業が実施されたわけではないことで

ある。むしろ経済危機の状況で働く場所がないがた

めに貧困状態に陥っている者に対する応急的かつ臨

時的に「救う」，「死角地帯を埋める」ために行われ

たと認識すべきであろう。これらの問題は経済危機

後の労働市場の変化などの影響を受けて新たに発見

された問題ではなかろうか。

（注１０） ３D業種の「３D」とは，Dirty, Difficult,

Dangerousの頭文字で，日本でいう「３K」に当たる。

１９８８年のソウルオリンピック後に使われ始めた用語

で，一般的に製造業，建設業，印刷業，運輸業など

を指す場合が多い。

（注１１） ３D業種の中小企業に公共勤労事業の参加

者を派遣・委託することは公共勤労事業の本来の趣

旨に符合しないという指摘に対して，政府は「一部

の中小企業の人手不足を解消するとともに，生産性

のある事業発掘が困難な現実を打開するため，雇用

創出のためにも実効性の高い方案であると判断して

いる」と説明し，３D業種の中小企業への公共勤労事

業の派遣・委託を継続する意向を示している。詳し

くは国会事務処（１９９８d）を参照。

（注１２） 低所得者の自活自立対策の一環として

１９９６年６月からソウル市の５カ所に設置され，生活

保護対象者のみならず，低所得母子世帯の支援など

も手がける。その目的は単なる金銭給付ではなく，

共同作業や就業斡旋等を通じて自立を促すことであ

るという。

（注１３） この影響で第１次募集に引き続き，第２

次募集を行わなければならなくなり，これだけの厳
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しい条件をクリアできた就労者は実際の事業内容に

不満をもつことが多かった。

（注１４）１９９８年第１期途中脱落者の離脱理由は，

再就職（３６パーセント），恥ずかしい（２３．３パーセン

ト），健康上の理由（１０．６パーセント），低賃金（３．４

パーセント），重労働（２．６パーセント），その他（２９．５

パーセント）となっており，厳しい雇用情勢のなか

でも再就職が３６パーセントともっとも大きな比率を

占めている。

（注１５） 国政監査の際にソウル市や京畿道の公共

勤労事業の事業進捗が遅いことについての説明をす

る際に，この理由をともに挙げている。

（注１６） 雇用安定センターは地方労働事務所の雇

用保険課と職業安定課を１９９８年７月に統合一元化し

た職業安定機関である。

（注１７） 人力銀行とは労働省と地方自治体が協議

し職業紹介，職業指導，雇用情報などを提供する機

関で，おもに雇用安定センターが設置されていない

地域で設置することになった（その後２０００年から広

域市のそれを除き，雇用安定センターに吸収される）。

（注１８） 市郡区の下にある行政区域で，邑面は農

村地域の行政区域を指し，日本でいう村に当たる。

洞は区の下にある都市地域の最小行政区域を意味し

ている。

（注１９）１９９９年第４期の公共勤労事業から長期失

業者に対して，失業期間が６カ月未満は３点，６～

１２カ月未満は７点，１２カ月以上は１０点を加算し，優

先的に選抜されるようになり，失業扶助的性格をよ

り強く帯びることになった。

（注２０） まずは財産状況を把握するために，参加

希望者は医療保険証の提出が義務づけられている。

（注２１） 忠清北道槐山郡の場合は，「選抜総数８９２

人中４４９人が農業に従事している女性で，農閑期に夫

の代わりに参加している」という。詳しくは，国会

事務処（１９９８d）を参照。

（注２２） 例えば，釜山の南区では，旧式トイレ改

良事業を実施する際に，やむを得ず民間業者と雇用

契約を結び，それを区費で全額支払いした。この費

用を最小限に抑えるために，その他のタイル工事な

どは，南区の失業対策班が工事経験者を積極的に手

配した。

（注２３） 行政自治省の「９９年度公共勤労事業関連

業務推進参考事項」によると，失業給付の受給者が

失業給付権利を放棄しても参加しようとした場合は，

「失業給付の受給が終わってから」参加資格を認め

ている。ただし，特別延長給付や個別延長給付の受

給が終わった者，あるいはその給付決定以前に参加

申請し，その後受給資格を放棄した者は参加できる。

失業給付額が少ない者にとっては公共勤労事業に参

加したほうが金額からして有利である。基本的に失

業給付の受給額や国民年金給付額が３０万ウォン以上

を受給している者は原則的に事業参加から排除する。

（注２４） ある公聴会で情報通信部情報化企画課長

は 「情報化公共勤労事業の賃金引き下げはなかった」

とし，その理由を「従来予算が確保できず実施の見

込みがなかった事業を情報化公共勤労事業として実

施している」と説明し，情報化関連事業と単純就労

型事業とは別の事業であるという認識を示している。

詳しくは経済正義実践市民連合労働／失業対策本部

（１９９９）を参照。

（注２５） ここでいう日雇労働者とは，家事の手伝

い，食堂従業員などの単純労働市場の日雇職労働者

を指しており，１９９８年１１月１４日に出された「建設日

雇労働者事業指針」でいう，建設日雇労働者とは異

なる。一般に，建設日雇労働者の日給は他の日雇職

のそれより高い。

（注２６） 政府，とりわけ労働省では冬の日雇市場

を支援する目的で，日雇労働者が集まる駅周辺など

に１日就業センターを設置した。寒い外で待機して

いる失業者を温かいお茶もある事務所まで誘引する

のにひと苦労したという。実際に求職活動者の多く

は新聞広告や周囲の知り合いからの情報に大きく頼

っていた。

（注２７） １日就業センターは，雇用安定センター

や人力銀行を利用しにくい日雇労働者の就業斡旋を

目的として１９９８年１０月２７日から設置され始めた。お

もに日雇職を求めて自然的に集まる場所（駅裏や市

場の裏側など）に設置し，日雇職や公共勤労事業を

斡旋した。

（注２８） ただし，ここの公共勤労事業への紹介者

数には一般公共勤労事業とは別枠で実施した冬季日

雇職失業対策事業への紹介者数も含まれていると思
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われる。

（注２９） 国民基礎生活保障制度では，就業可能者

は労働省の就業支援プログラムに委託し，労働能力

はあるが，再就職の見込みが低い者は公共勤労事業

に参加させている。これは失業対策における公共勤

労事業と就労事業の交錯状況が一段落したことを意

味しているといえよう。

（注３０） 失職した自活保護対象者などを時限保護

対象者に選別したので，保健福祉省が申請した就労

事業予算がその分，削減されたともいえる。

（注３１） 予算編成基準は世帯当り１人×２万３０００

ウォン×２０日＝４６万ウォンであり，地域の実情によ

って加減が可能で，追加更正予算１５０億ウォン＋既存

地方事業費７８２億ウォン，総額１０８２億ウォンで実施す

ることになった。

（注３２） 生活保護法第３条１項６号および２項，３

項にもとづき（既存の自活保護対象者，生計保護者

以外の者で一定期間保護が必要であると保護機関が

認めた者），所得と財産基準を緩和して時限を設けて

保護する緊急措置の対象者。時限生計保護と時限自

活保護に分けて前者には生計費を支給し，後者には

就労事業か公共勤労事業に参加させる。

（注３３） 公共勤労事業や特別就労事業が自活支援

事業の一部として公共勤労の対象事業に位置付けさ

れたからといって，これらの事業と基礎法の自活事

業は決して「同じ事業」ではないことはいうまでも

ない。すべての人に生存権を保障した上で，自活を

条件に生計費を支給するため，事業内容は似ていて

も基本理念が異なる。その意味で，自活事業に対す

る時期区分を行う場合にも，これを基準に区分しな

ければならない。
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